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1  はじめに 

昭和 56 年商法改正は ，株式会社に 関する運営 

の適正化を図るとともに ，その監視機能を 強化 

しようとするものであ った。 そのうち，会社機 

関 については，株主総会の 機能回復のための 措 

置が種々 設 げられており ，いわゆる少数株主権 

としての株主の 総会に対する 提案権 制度の新設 

も， その上つであ る。 

商法 232 条 ノ 2 は， 6 月前より引続き 発行済 

株式総数の 100 分の 1 以上の株式， または 300 株 

以上の株式を 有する株主に 対して，総会の 議題 

についての提案権 を認めている。 株主に提案権 

があ れば，取締役会が 株主総会に提出しようと 

しない議題についても ，総会で決議することが 

できる，その 手続として，総会の 会日ょり 6 週 

間前に，書面で 一定の事項を 会議の目的とする 

ことを請求すると ，取締役はその 事項を総会の 

招集通知に記載する。 しかし，過去において 少 

数 で否決されたものについては ， 3 年間は記載 

の請求ほできないと 制約するなど ，その濫用に 

歯止めが投げられている。 なお，商法 43)0 条 2 

項によって， この提案権 は，清算会社の 株主総 

会についても 認められており ，清算人ほ，株主 

からの提案があ れば， これを株主総会の 会議の 

目的とし， または，総会招集通知 状 に記載しな 

ければならない。 

本来，会議 体 においては，その 構成員が会議 

0 目的だる事項 は ついて提案をすることができ 

るのは事柄の 性質上当然のことであ る蛉が，株 

主総会の形骸化防止のため ，株主の総会への 意 

思の反映の確保，経営参加意欲の 促進等，総会 

における株主の 権 利を特に強化する 必要から， 

学説上において 従来から認められていた 提案権 

を ，規定上明確化するとともに ，株主がした 提 

案を株主総会の 招集通知および 上古に記載する 

こととし，株主の 提案権 を拡張強化したもので 

あ る 2, 。 

しかしながら ，立法過程においては ，株主の 

質問 権 ( 会社役員の説明義務 ) に比し，株主提 

案権 を明宏することについて ，積極的意見は 少 

なかったようであ る。 その主な理由は ，現行法 

の少数株主による 総会招集 ( 商法 237 条 )" や議 

案の修正動議で 足りること，総会屋等に よ る濫 

用の危険，総会運営に 混乱の生ずるおそれがあ 

ること，提案事項として 相当かどうかの 公的な 

判断機関がないこと ， 日本の現状からみて 時期 

尚早等の理由であ った " 。 これらの反対理由 レこ 

対しては，実務的な 配慮が表に出すぎている 感 

じが否めず，株主と 会社との コ ，，ニケーシ ， 

ンを 強化し，あ るいは株主がその 意見を他の株 

主 に 訴え，その意思を 糾合することができる ょ 

うにするための 制度的な保障として ，提案権 の 

制度は不可欠のものであ るとの 横 磁的意見がが 

示されていた。 

そこで， ホ 稿では，新設され だ 株主の提案権 

をめぐる若干の 問題点を検 " することに主たる 

課題を置いた。 

Ⅱ 株主提案権 の意義 
一般に株主の 提案権 と L. 、 9 場合には，追加 捉 

案 すなわち総会招集権 者たる取締役会が 議案と 
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しない事項の 提案，修正提案すなわち 取締役会 

が議案としている 事項の内容の 修正を求める 提 

案， そしてこれに 反対する提案および 選挙提 

案㈲，すなわち ，取締役・監査役の 選任決議にっ 

き候補者をたてる 提案の 4 種類が考えられる。 

このうち追加提案は ，昭和 56 年商法改正前に 

おいては認められない。 なぜなら，株主総会の 

招集は取締役会が 決定し総会の 招集通知には 

会議の目的たる 事項が記載されなければならな 

い ( 商法 231 条，同法 232 条 2 項 ) ため，株主 

総会の権 限は，その招集通知に 記載されている 

議案に拘束されるからであ る。 総会の議場内で 

の直接的な提案は 認められないため ，株主は総 

会席上で修正提案の 動議を提出するほかはなか 

った 。 したがって，株主の 追加提案を取締役会 

が任意に採用し ，招集通知 状 に記載しないかぎ 

り，株主総会での 決議事項とはなりえなかった。 

しかしこの場合でも ，株主からの 議案は，取締 

役会での動機にとどまり ，取締役会自身が 提出 

した議案と変ることはなかった。 

これに対して ，株主の修正提案の 動議は ，昭 

和 56 年商法改正前においても ，改正後において 

も，認められる。 なぜなら，株主の 総会参与 権 

( 出席 権 ・発言権 等 ) の中にほ，理論上当然に 

修正動議を提出する 権 利も含まれているものと 

解すべ き だからであ る " 。 したがって，株主の 

提案権 が明文上認められたからといって ，総会 

議場における 修正動議は，依然として 可能でな 

ければならない。 ただ，昭和 56 年商法改正の 際 

暫定的に置かれた 単位株制度を 採用する会社に 

あ っては，単位 未 満株主は株主総会参与 権 が認 

められない ( 附則 18 条 1 項 ) ため，修正提案は 

もちろん追加提案もなすことができない。 

新設された株主提案権 制度は，議題だけを 招 

集の通知および 公告に掲げさせることを 欲する 

と ぎ は，商法 232 条 ノ 2 第 1 項において提案権 

を行使し，議案の 要領を招集の 通知および公告 

に記載させることを 欲するときは ，同条 2 項に 

よって提案権 を行使するという 構成を採用して 

おり，商法 232 条 ノ 2 第 1 項は，追加提案を ， 

第 2 項 は 修正提案，反対提案と 選挙提案を対象 

に規定しているものと 考えられる " 。 修正提案 

権 等は従来どおり 維持されること " に加えて， 

事前の請求による 株主の追加提案権 が新たに認 

められることとなった。 したがって， これまで 

考えられていた 提案権 自体を変更するものでほ 

ない。 むしろ，株主から 追加提案権 が行使され 

ると，取締役はこれを 議題に加えたければなら 

ないという法的義務が 新たに課せられた 点に ， 

大きな意義が 存すると解される ，。 ， "' 。 

株主提案権 は，その提案が 実際に決議として 

成立するという 効果を ， 必ずしも期待するもの 

ではなく，一般株主の 意見を法的に 保障するこ 

とによって，株主相互間および 株主と会社との 

間の コミュニケーシ ョン をよくするためのもの 

であ り，開かれた 株式会社を実現するためのも 

のであ る， z,13, 。 この提案権 に近い制度として ， 

少数株主による 総会招集権 ( 商法 237 条 ) があ 

る。 これには， 6 月前より引続き 発行済株式の 

総数の 100 分の 3 以上に当 る 株式を有する 株主 

という厳格な 要件を満たさなければならず ，加 

えてこのための 総会開催費用がかかるし ，株主 

が会社に 伐 って総会を招集するには 裁判所の許 

可を得なければならないことになっている。 こ 

のような事情から ，大きな会社では ，この制度 

の利用は事実上不可能であ る。 これに対して ， 

職務遂行に関し 不正行為をした 取締役を解任し 

たい株主にとって ， この提案権 制度は，かなり 

有効であ る。 なぜなら，現行商法 257 条 3 項の 

もとでは，不正行為をした 取締役を解任する 訴 

を提起するためには ，まず，そもそも 取締役会 

が議案 ン こしたくないところの 解任議案が否決さ 

れなければならないという 要件が， さらには， 

解任の訴提起権 者は， 6 月前より引続き 発行済 

株式の総数の 100 分の 3 以上に当 6 株式を有す 

る株主でほげればならないという 厳しい要件が 

必要だからであ る。 このような場合に ，提案権 を 

利用すれば，臨時株主総会を 開催するまでもな 

く ，招集通知 状 に記載を加えるだけで 充分であ 

るから，現実に 解任議案が可決されるか 否かは 



株主の提案権 ( 人智馬 陸 ) (271)@ 43 

格別，定時株主総会の 場を活用することができ 

るという点で ，あ るいは持株数が 3 分の 1 に緩 

和されているということから ，少数株主に よ る 

総会招集請求権 よりも，大会社を 前提とするか 

ぎり， 提 E 実権 の方が便宜であ るといえ 2 5 。 

株主の提案権 は，諸外国においてすでに 認め 

られている制度であ る。 ァメリヵ 合衆国では， 

各州の会社法にほ 株主の提案権 に関する規定は 

ほとんど存在しないがめ ， 1934 年証券取引法に 

基づく証券取引所委員会規則 14 条㈲ -8 は，株 

主提案権 に関して定めている㈲。 この提案権 は 

1 株株主権 であ る。 ただし，発行している 証券 

が川除問で取引される 会社であ って，かつその 

年間売上げが 150 万ドル以上という 大会社だけ 

に 株主提案権 が認められている。 イギリス会社 

法 140 条 1 項では，議決権 を右する社員全員の 

議決権 総数の 20 分の 1 以上を代表する 社員か， 

社員 ェノ、 当り平均額 100 ポンド以上払込済みの 

会社の株式を 有する 100 ノ 、 以上の社員に よ る 請 

求の場合に，提案権 が認められている。 フラン 

ス会社法 160 条 2 項に よ ると，資本の 100 分の 

5 に 肖 る株式を有する 1 ノ 、 または数人の 株主に 

認められ， ョ 一ロ " 』会社法案 86 条 3 項では， 

資本の 5" 一 セントまたは 10 万計算単位以上の 

券面額に当 る 株式を有する ェノ 、 または数 ソ、 0 株 

主に認められている。 西 ドイッでは 3 種の株主 

提案権 が認められており ， 西 ドイッ株式法 122 

条 2 項によると，資本の 20 分の 1 または 100 万 

ドイッマルクの 券面額に達する 株主に，追加提 

案権 が認められている。 これに対して 反対提案 

権 と監査役員または 決算検査役の 選挙提案権 

は，単独株主権 であ る ( 西 ドイツ株式法 126 条， 

同法は 7 条， ") 。 

この点，日本では ， 10(@ 分の 1 以上という割合 

的基準と 300 株以上という 絶対的基準を 設けて 

いるので，諸外国と 比較するとめずらしい 立法 

例であ り，今までの 日本の商法でも 例をみない 

要件ということができょ ぅ 。 これは，大きな 会 

社の場合割合基準だげにすると ，個人株主にと 

って提案権 行使は事実上不可能となるだめ ， 

300 株以上という 絶対的基準を 加味したと考え 

られている " 。 ただ， 日本でも昭和 23 年 7 月川 

口規則第 13 号をもって制定された 当初の「上場 

株式の議決権 の代理行使の 勧誘に関する 規則」 

8 条で，会社の 勧誘する議案に 異議のあ る株主 

が ， 自己の提案を 会社の勧誘資料に 記載するこ 

とを請求できるという 反対提案権 ( 単独株主， 権 ) 

として定められていた。 しかし，会社側の 提案 

と反対提案とが 併記されるのは 不都合であ ると 

いうこと，濫用されると 会社の運営に 支障をぎ 

たすこと，商法自体に 規定がないため 証券取引 

法の委任の範囲を 超えるものであ ることなどの 

理由から，翌年の 昭和 24 年 5 月の改正で廃止さ 

れている ", 。 この ょう な経緯からすると ，今回 

の 改正商法によって ，商法自体が 提案権 の中で 

最も重要な追加提案権 を制度化したということ 

が，顕著な特徴であ るといえる。 

この点において ，改正法による 株主の提案権 

が ，会社の取締役会によって 決められた総会の 

会議の目的について 通知を受 け ，その情報のも 

とに，追加提案，修正・ 反対提案等をする 制度 

でほないことに 着眼して，株主総会への 提案権 

を，業務執行機関の 側の問題としてとらえ ， 持 

株 要件を充たした 株主 は ，その機関の 構成員で 

あ ると解する立場， 9, があ るが，現行商法の 仕組 

からしてこの ょう に解するのは 妥当ではなく ， 

一定の事項を 議案とすることを 請求するという 

趣旨の取締役に 対する請求権 と解すれば充分で 

あ る 20 ，。 

Ⅲ 株主提案権 の要件 

( 持株要件 コ 

株主の提案権 は， 6 月前から引続き 発行済株 

式総数の 100 分の 1 以上の株式， または， 300 

株 ⑪ ( 単位株制度を 採用する会社では 300 単位， 

附則 21 条 ) 以上の株式を 有する株主に 認められ 

る。 この要件は，他の 少数株主権 と同様，複数 

の株主が集まって 充足しても差し 支えない，，，。 

この ょう に，単独株主権 とせず ", 少数株主権 

としだのは， その濫用をさげるためであ ると 説 
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かれている 2450 

既存の会社で 単位株制度を 採用せず，かつ 単 

位 引上げのための 株式併合もしない 額面 50 円の 

会社の場合でも ，持株要件は 単純に 30(M 株で提 

案権 が行使できることとなってしまう 劫 。 この 

300 株という数字は ，昭和 56 年改正商法に よ り， 

実質価値が 5 万円以上とされた 株式を想定して 

定められたものであ り，特に大会社 に おいては 

発行済株式総数の 100 分の 1 以上という持株 要 

件を充たすことほ 必ずしも容易ではないことに 

着目して，特に 設げられた要件であ るとしても， 

単位株制度を 採用する会社で ，額面 50 円の株式 

を発行している 場合には， 30 万株， 額面金額 

1500 万円以上の株式保有を 要することになり ， 

単位株制度を 採用しない会社との 間の 1000 倍の 

不均衡はぬぐ い きれないものがあ る，。 ) 。 この点 

についてほ，単位株制度が 強制されない 会社に 

おいても，提案権 の濫用防止のため ，単位株制 

度 ( 附則 15 条 1 項 2 号 ) を採用するか ，株式 併 

合 ( 商法 293 条 / 3 / 3) をすることによって ， 

株式単位の引上げに 踏み切らざるを 得ないこ 
と， これは株式単位引上げを 促進しょうとする 

昭和 56 年商法改正の 大きな政策上の 目的に適う 

こと "), 閉鎖的な小会社の 場合，。 ) には，提案権 

が行使された 場合にそれに 対処するため 要する 

費用，。 ，は極めて低いこと ，小会社の場合は 株主 

が少なく株式譲渡制限の 定めが定款に 設げられ 

ていることが 考えられ，異分子の 存在を排除す 

ることができること ，あ えて 300 株の要件に依 

らなくても， 場合によっては ， かえって， 100 

分の 1 以上の持株要件に 合致する多くの 株主が 

考えられること ，提案権 の制度を利用しなくて 

も，会社と株主，株主相互間の コ ; , ニケーシ 

，ンは 十分可能であ るから，提案権 の利用は少 

ないと考えられること ，提案権 よりも直裁的な 

手段が他 レこ 多くあ ることなどを 理由として，説 

明がなされている 30) 。 けれども，提案権 が今後 

どの程度の規模の 会社で利用されていくのか 否 

か，注目せざるを 得ない。 

この 300 株という要件。 こついては，単位株 制 

度 が適用される 会社にあ っては，複数株主の 持 

株を合計する 場合でも，単位未満株式を 合算し 

ないし， 100 分の ェ を算定する場合の 分母とし 

ての発行済株式総数にも ，単位未満株式の 合計 

数は算入されない ( 附則 20 条 1 項 ) 。 同様に ， 

端株の合計数に 相当する株式の 数も算入されな 

い ( 商法 230 条 ノ 9 第 1 項 ) 。 

なお， 6 ケ 月の保有期間は ， 他の少数株主権 

にも存する要件でもあ り，異なるところはない。 

これらの要件は ，定款によって 軽減することは 

できるが加重することはできない 31)0 
株主が提案権 を行使するためにほ ，総会の会 

日の 6 週間前までに ，書面で取締役に 対して請 

求しなければならない。 総会に先立つ 6 週間前 

というのは，総会の 招集通知が会日の 2 週間前 

任なされる ( 商法 232 条 1 項 ) ことを考慮して ， 

これよりもされに 4 週間前とすることにょり ， 

会社にも充分な 準備期間 ( 招集通知の発送時期 

とその作成に 必要な期間 ) が与えられたことに 

なった。 会社のための 準備期間であ るから， 6 週 

間前までに総会の 日を株主に通知する 必要はな 

い " 。 定時総会の会日についてほ ， これまでの 

例からみて，株主の 側であ る程度の予測ができ 

るから，相当の 余裕をもって 提出することが 必 

要であ る。 株主の側で予測がつかないときは ， 

総会会日の予定を 会社に問合わせることもでき 

るから，その 場合会社はこれに 回答しなければ 

ならない。 

会日より 6 週間前までに 書面で提案すべきも 

のとなっているが ，直前の総会終了直後に 届い 

た提案は，特別な 場合を除いて ，次期総会のため 
の提案としての 効力をもつと 考えてよい。 請求 

時期が早すぎるという 理由で受理を 拒むことは 

許されない。 逆に， 6 週間前に到達しなかった 

提案については ，提案権 行使の要件を 充たさな 

いものとして ，当該総会に 関しては採り 上げる 

必要 は ないと思われる。 ただ， 6 週間前という 提 

実権 行使の要件は ，会社側のための 準備期間で 

あ るということ ，株主の側からは ，確定した総 

会の会日を一般的には 6 週間以上も前から 知る 
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ことができないことなどを 考え合わせると ， 6 

週間前という 要件に軽度の 欠 畝 があ る提案がな 

された場合，会社の 側で判断して ，任意に当該 

総会の提案として 採り上げることは 差し支えな 

いものと解する③。 そうでない場合は ， 次の総 

会 に対する提案として 採り上げるか 否かは，そ 

の提案の趣旨如何であ る，。 ' 。 この点，提案権 は， 

会社の理事者側での 提案の通知，公告を 受けて 

から行使されるものでないことからすれば ， そ 

の 総会に特定されず ，次回の総会のためのもの 

として有効であ るとも考えられると 解する立 

場⑤があ る。 6 週間前という 要件を充たさない 

提案だからということで 無効なものとして 取り 

扱ったり，逆に 次回の提案として 有効なものと 

して取り扱うことは 画一的にすぎるきらいがあ 

り，提案の具体的な 内容に応じて ，たとえ ぱ ， 

当該総会に限定してなされた 提案ではなく ，次 

回の総会でも 提案の意味が 充分にあ るというの 

であ れ ば， 次の総会のための 提案として採り 上 

げるという よう に，その都度会社の 側で判断す 

べ き 問題であ ると考えられる。 6 週間前という 

要件を充たしているか 否かにかかわらず ，会社 

とすれば，提出された 提案を採り上げる 際 ， 株 

主の意思を確認すべきであ るし，同時に 提案株 

主が 6 月前から引続いて 株主であ るという要件 

も，株主名簿により 当然にチェックする 必要が 

あ る 36)0 

株主が提案権 を行使してきた 場合に，会社が 

当該株主に釈明を 求め，提案の 取下げを依頼す 

ることができるかという 問題については ，後述 

する よう に，会社が株主の 提案を拒否できる 場 

合が法定されている 以上，原則的には 否定的に 

解すべきであ る。 株主総会の活性化を 口論んだ 

昭和 56 年改正商法の 趣旨からして ，株主と会社 

間の コ，， ニケーシ， ンを 会社の側から 閉ざす 

べ き いわれはないからであ る㈱。 

[ 提案が許される 事項 コ 

株主総会の会議の 目的となすべきことを 請求 

することができる 事項は，当然のことながら 商 

法 230 条 ノ 10 に よ り法律まだは 定款で総会の 権 

限 事項とされたものに 限定される。 したがっ 

て ， 単に一般的政治的目的による 提案のように ， 

株主の提案した 事項がこれらのいずれにも 該当 

しない場合にほ ，総会の議題となりえない。 こ 

のことから，商法 232 条 ノ 2 第 1 項但書は注意 

的 規定と解してよ い であ ろう。 

提案の内容は ，総会の決議すべ き 事項であ れ 

ば よい のから，前述の 追加提案，修正提案，反 

対提案，選挙提案のいずれもが 許され， しかも 

業務執行に関する 事項であ っても，定款変更に 

関する提案という 形式であ れば，定款変更は 総 

会の決議事項であ るため， これもまた許される 

ことになる③。 商法 232 条 ノ 2 第 1 項が定める 

会議の目的となすべき 一定の事項とは ，決議事 

項の標題的記載であ り，本条第 2 項の定める会 

議の目的たる 事項につきその 株主の提出すべ き 

議案の要領とは ，提案の具体的な 要旨であ り， 

議案の基本的内容を 他の株主に理解できる 程度 

に明確に示すものでなければならない⑨。 1 個 

の会議の目的の 中に「会社解散の 件」等のよう 

に議案のないものもあ り，逆に議案が 複数存在 

することもあ る。 たとえば， 「取締役 0 名 選任 

の件」という 会議の目的の 中に，取締役の 推薦 

する議案と少数株主の 反対議案とが 同時に存在 

することも考えられる。 本条 2 項に定める提案 

は，通知された 会議の目的を 逸脱しないかぎり ， 

総会場で動議提出という 形式で提出することが 

できるものであ る。 本条 2 項は，それを 招集通 

知 に記載して全株主に 送付することを 求めるこ 

とができると 規定している 点に特色があ り，株 

主からの記載請求があ れば， 原則としてこれを 

会社 は 拒むことはできない。 ところで，元来 総 

会の招集通知には ，特に規定のあ る場合を除い 

て，会議の目的たる 事項を単に標題的に 記載す 

れば足りるのであ る ( 商法 232 条 2 項 ) が，株主 

からの記載請求があ ると，特別決議事項 ( 商法 

245 条 2 項の営業譲渡， 商法 280 条 ノ 2 第 3 項 

0 株主以外の者に 対し特に有利な 発行価額をも 

ってする新株発行，商法 342 条 2 項の定款変更， 

商法 375 条 2 項の資本減少，商法 408 条 2 項の 
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合併契約書等 ) なみに，議案の 要領を招集通知 

および公告に 記載することとなった 40 ，。 その結 

果，取締役会が 定めた議題について ，議案の要 

領の記載はないがれども ，株主からの 提案につ 

いては記載されるという 場合も考えられる。 ま 

た ，上記の事項のように ，議案の要領を 招集の 

通知および公告に 記載することが ，法律によっ 

て強制されている 場合は，総会の 会議の目的と 

なすべきことだけを 請求すればよいことにな 

る 。 

( 提案の方法 コ 

提案は，書面でなすことを 要するから， 口頭 

や電話。 こ よるものは提案として 受付けることを 

拒否することができる。 書面による提案であ れ 

ばよいから，商法上は 書式の如何を 問わない。 

要は，株主総会の 議案であ ることが明らかであ 

り，議案としての 内容が明確であ りさえすれば 

よいのであ る。 そのために， あ らかじめ請求書 

面の様式を定款規定 v こ 基づいて定め ，提案理由 

0 字数などについて 合理的な制限を 加えること 

は，許されるものと 解する。 " 。 

昭和 56 年商法改正に 先立って公表された 株式 

会社の機関に 関する改正試案第一， 二 4b では， 

株主からのⅠつの 提案については ，理由を含め 

て 400 字以内という 制限を付していたけれど 

も，改正法では 字数の制限をしていない。 2) 。 そ 

の理由は，株主の 提案理由をそのまま 招集通知 

に記載すべ き ものとすると ， その記載をめぐっ 

て 種々の問題が 起こり ぅ るし，大会社において 

は ，後述する よう に，総会招集通知とともに 議 

決 権 行使のための 参考書類が株主に 送付され， 

これに提案の 内容が記載されることになった 点 

にあ る。 " 。 商法 232 条 ノ 2 第 1 項にもとづ ぃ 

て ，総会の会議の 目的を提案する 場合に，提案 

株主が提案理由を 付することは 自由であ るが， 

会社としては ， これを招集通知に 記載しなけれ 

ばならない法律上の 義務はない。 ただこの点に 

ついては，提案株主にとっては ，総会に出席し 

た株主だげに 議場で提案理由を 説明するより 

も，総会に出席しない 株主に対しても 自己の提 

実理由を書面で 知らせてもらう 方が望ましいか 

ら，議案の要領の 記載だけを請求しうることと 

している改正法よりも ，機関改正試案の 方が妥 

当ではなかったか 如 との指摘がなされている。 

議案の要領については ，会社の側で ，その実 

質 を損ねないかぎり ，字句の修正も ，全体を書 

直すこともできれば ，適宜にその 内容を簡略化 

することも差支えない 蝿 。 

( 参考書類に記載される 提案事項 コ 

会計監査人監査実施会社で ，議決権 を有する 

株主が 1000 人以上の大会社については ，株式 

会社の監査等に 関する商法の 特例に関する 法律 

( 以下，商法特例 法と 略称する。 ) 21 条 ノ 2 に定 

める参考書類に ，株主提案の 議案が記載されて ， 

株主に送付されることになる。 昭和 57 年 4 月 24 

日制定の「大会社の 株主総会の招集通知に 添付 

すべ き 参考書類等に 関する規則」に よ ると，参 

考書類には，一般的記載事項として 株主の提出 

にかかる議案が 記載される ( 同規則 2 条 1 項 ) ほ 

か，その議案が 株主の提出に よ ること，その 株 

主の持株数，議案に 対する取締役会の 意見が記 

載されねばならない ( 同規則 4 条 1 項 ) 。 売名行 

為に利用される 弊害を防止するため ，提案株主 

0 氏名は記載事項となっていない。 株主提案に 

対する取締役会の 意見は，会社経営者の 責任と 

して，株主提案に 対する態度を 明らかにするも 

のであ る。 参考書類添付義務のない 会社におい 

ても，株主の 提案に対する 会社の意見を 表明す 

るために，任意に 参考となる書類Ⅴ こ 記載して株 

主に送付することは 許される。 400 字以内の提 

案理由を記載した 書面が，株主総会の 会日の 6 

週間前までに ，提案株主から 提出されていると 

きほ ，当該理由またはその 要旨を記載しなけれ 

ばならない。 しかし提案の 理由が明らかに 虚偽 

であ る場合， または， もっぱら人の 名誉を侵害 

し， もしくは人を 侮辱する目的によるものと 認 。 

められるときは ，その提案理由を 参考書類に記 

載する必要はない ( 同規則 4 条 f 項 1 号 ) 。 株主 

提案が，取締役，監査役または 会計監査人に 関 

する選任提案であ る場合にほ，候補者の 氏名， 
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生年月日，略歴，その 右する会社の 株式の数， 

他の会社の代表者であ るときはその 事実，会社 

との間に特別の 利害関係があ るときほその 要旨 

および就任の 承諾を得ていないときはその 旨 ， 

候補者が公認会計士であ ると ぎ は，その氏名， 

事務所，生年月日および 略歴，候補者が 監査法 

人であ ると ぎ は，その名称，事務所および 沿革等 

の事項は，提案理由とは 別 。 こ ，株主の提出した 

ものが参考 蕾 類に記載される ( 同規則 4 条Ⅰ 項 

2 号，同規則 3 条 1 項 1, 2 号 ) 。 これら記載事 

項のうち，特別の 利害関係とは 何を意味するか ， 

その程度・範囲について 明らかにされていない 

ため，今後の 課題として残されている。 商法 

247 条 1 項 3 号が定める決議につぎ 特別の利害 

関係とは，必ずし 七一致するものではなく ，参 

考書類記載事項の 上っとして，すなわち 選任決 

議の際の株主の 判断材料の 1 つ として，検討す 

べきことになろ う 。 なお，同じ範囲の 会社に書 

面投票制度も 適用される ( 商法特例 法 四条 ノ 3 

第 1 項 ) から， これらの会社においては ，提案 

をした珠玉 " 支持票を集める 手段を制度的に 与 

えられだこ。 になる 如 。 参考書類の添付を 義務 

づげられない 会社においては ，株主提案の 理由 

を 記載した 苫類 を各株主に送付する 法律上の義 

務はない㈲。 この ょ 9 な会社においては ，招集 

通知および公告に 会議の目的だけを 記載するこ 

とが要求されるにすぎないか ，提案理由を 含め 

て議案 要 拍の形式で記成しでもら ぅ ほかない。 

( 総会におげる 密議コ 

株主総会においては ， 捉案 珠玉 が ，時間等の 

制約 は あ るだろうが，総会場で 提案についての 

説明を求めることはできる。 この場合，議長ほ 

この 申 出に応じたければならない 蝿 。 なお，株 

主の追加提案によるものであ っても，総会の 議 

題にほかならないから ， これについても 取締役 

および監査役に 説明義務があ るかどうかは 問題 

であ るが，事柄の 性質上，議長は 提案 老 たる 株 

主に提案理由を 総会場で説明させるべき 七のと 

解する " 。 捉案 をした者の側に ，本来的な説明 

義務があ ると解すべ き だからであ る。 ただ， 議 

案の要領が通知・ 公告に記載されている 場合 

は，提案株主の 説明が省略されることもあ ろ 

う。 もっとも，取締役などの 説明義務をまった 

く否定することはできず ， したがって説明の 請 

求があ れば応ぜざるをえないけれども ，取締役 

などの説明が 不充分だからといって ，ただちに 

決議 取 消の面の対象となるかどうかは 慎重に考 

える必要があ る①。 株主総会の議長は ，株主提 

案があ れば，株主の 提案であ ることを述べてか 

ら ， その議案を審議すべぎであ る② ( 商法 237 

条 / 4 第 2 項 ) 。 提案権 を行使した株主が 総会 

に出席せず，代理人にも 委任していない 場合で 

あ っても，提案自体が 無効となるものではない。 

提案自体はすでに 招集通知によって 送付されて 

いるのであ り， また，株主の 質問 権 と異なり， 

株主の提案 は ，当該株主が 総会に出席している 

ことを要件としていないだめ ，その提案は 有効 

に成立していると 解すべきであ るから，表決に 

付されることになる。 ただ，提案 老 自身が不在 

のため，提案理由説明が 充分になされないこと 

の故に，表決の 対象から除かれることが 考えら 

れるだけであ る㈹。 この場合，提案株主は 提案 

者としては取締役と 同じ地位に立っているの 

で ，総会への出席義務があ り， したがってその 

義務違反にほ 取締役に関する 規定 ( 善管 注意義 

務違反に よ る損害賠償の 規定や罰則等 ) が類推 

適用される " との見解があ る。 しかし，現行法 

の趣旨からして ，会社・取締役間の 法律関係が ， 

会社・株主間にも 存在すると解するのは 困難で 

あ るし，出席義務が 法律上提案株主に 課せられ 

ているとすれば ，株主が欠席しだ 場合に，株主 

提案にもとづ い て書面投票をしだ 株主の意思が 

無視されるということにもなり ，かえって提案 

権 制度の存在意義が 失なわれるのではなかろう 

か。 株主提案が修正提案であ る場合，通常の 手 

続 であ れば，会社提案が 先議され，それが 可決 

成立すると，株主提案は 目的不到達となる。 し 

たがって，制度の 趣旨からは，株主提案につい 

ても審議の機会を 与えるのが適当であ り，株主 

提案を先議するか ，併行密議するのが 望まし 
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い 。 。 ) との見解があ る。 株主の提案権 制度が新設 

された趣旨からすれば ， この ょう に解すること 

が確かに理想ではあ るが，具体的提案に 応じて， 

議長の議事運営に 任せるのが最善ではなかろう 

か 6 。 ) 。 

( 提案を拒否できる 場合 コ 

会社が，株主の 提案を拒否できるのは 次の場 

合であ る。 まず第一に，提案権 行使の要件を 備 

えないときで ，持株・保有期間，提出書面・ 時 

親等が充たされていたければ ，受付ける必要は 

ない。 第二に，その 提案事項が，総会の 決議す 

べ き 事項でないとき ( 商法 232 条 ノ 2 第 1 項但 

書 ) であ る。 法令違反の議案が 許されないのは ， 

もちろんであ るが，定款違反の 場合は，定款 変 

更 決議の提案という 形式を採れば ，総会の権 限 

内事項と認められることが 多い。 すなわち，総 

会の決議事項を 追加する定款変更の 件 と ，それ 
が可決されたときに 提案する議案という 形で提 

案すれば，提案する 時点では総会の 決議し ぅる 

事項でなくても 提案することができるのであ 
る 57)0 

  

このように，株主が 提案権 によって請求でき 

る事項は，総会の 決議事項にかぎられるし ， 実 

際には，同時にその 議案の要領を 招集通知に記 

載することを 請求する場合も 多いことが予想さ 

れる。 しかし，会社が 提案を拒否できる 第三の 

場合として，記載すべき 議案が法令もしくは 定 

款に違反していると ぎ ( 商法 232 条 ノ 2 第 2 項 

但書前段 ) であ る。 法令もしくは 定款に違反し 

ないことという 要件は，商法 232 条 ノ 2 第 1 項 

但書の「総会 / 決議スベ キ モノ 二非 ザルトキハ 

此 / 限二ニ ラズ」という 要件と同趣旨であ る。 " 。 

たとえば，法令に 違反している 議案として，商法 

290 条に よ る配当可能利益額を 超過して配当を 

行 う 利益処分 実 のような場合があ り，定款に違 

反する議案としては ，定款で定められた 人数を 

超える取締役・ 監査役の選任議案のような 場合 

が 考えられる。 後者のような 選任議案を有効な 

ものとするためには ， 同時に解任の 議案を提案 

することを要するのであ り，そうで は げれば， 

これを総会の 目的とすることもできないことに 

なる。 したがって，招集通知および 公告に記載 

する必要はない。 もっとも，法令もしくは 定款 

に違反する議案が 総会で決議されても ，後日， 

決議無効確認の 訴や決議 取 消の訴の対象となる 

( 商法 252 条，同法 247 条 1 項 2 号 ) から，その 

ような提案を 採り上げても 無意味であ る。 第四 

に， 同一の議案につき ，総会において 議決権 の 

10 分の 1 以上の賛成を 得られずに，否決されて 

からいまだ 3 年を経過しないと ぎ ( 商法 232 条 

ノ 2 第 2 項但書後段 ) であ る。 すなわち，否決 

されると，満 3 年間は同一議案を 再度提案でき 

なくなるということであ る。 しかし， この 3 年 

の起算点については 争いがあ る。 すなわち， 提 

集権 は総会における 審議ないし決議を 目的とし 

ているので，総会の 会日を基準として 連続提案 

の制限を適用することが 合理的であ ることを理 

由に， 3 年を経過していないときというのほ ， 

議案通知 権 行使の時点から 過去 3 年内というこ 

と ではなく，議案通知 権 にかかる議案が 審議さ 

れるべ き 総会の会日を 基準として，それから 3 

年内と解すべきであ るから，年 1 回の決算期の 

会社の定時総会に 限っていえば ，少なくとも 2 

回の定時総会をやりすごさなければ 同一議案を 

提案することができない。 。 ' と 説く立場があ る。 

これに対して ， 3 年の期間は提案の 書面提出の 

時点から遡って 計算すべきであ るから，年 1 回 

の定時総会であ れば， その間に 3 回の定時総会 

を 置かねばならないと 解する立場 棚 があ って対 

立している。 この規定の趣旨が ，総会でほとん 

ど賛同を得られず ，可決される 見込みのないよ 

うな泡沫提案が ， 繰り返し提出されて ，提案権 

が濫用されることを 防止し ， 煩を避けることに 

あ る。 、 ) とすれば，後者の 考え方が妥当であ る。 

さらに，この 規定の趣旨については ，「招集通知 

に記載してもらえない 理由は， 3 年間はその議 

案は当初の重要性を 失ったものとし ，あ えて 事 

前の通知 ( 周知登底 ) を無用とする 客観的評価 

にもとづくものと 解するほかはない⑫。 」 と解 

する立場があ るが， この規定の趣旨を 提出議案 
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の 重要性の有無に 関する問題として 理解する必 

要はなく，単に 招集通知および 公告に記載しな 

いという意味を 有するにすぎないものと 解すれ 

ば足りるのではあ るまいか。 なぜなら， S 年を 

経過しなくても ，会社の側から 当該事項につき 

自発的に，株主総会の 議案とすることまでも 禁 

止するものではないからであ る。 また，招集通 

知および公告に 記載してもらえないというにす 

ぎないのであ るから， 3 年を経過していなくて 

も ，商法 232 条 / 2 案 1 項の提案権 が行使され 

ているかぎり ，株主は総会場で 毎回提出ずるこ 

とができるのであ る。 

ところで， 「 10 分の 1 以上の賛成」を 得られ 

ていないことの 判断は，当該議案の 決議がなさ 

れた総会の議事録にもとづくことになるが ，株 

主提案のものであ るかぎり，議事録への 記載は， 

「満場一致」とし ぅ ような 暖 味な記載，あ るい 

は「反対多数」というような 抽象的な記載では 

決議の結果の 記載としては 不充分であ る " 。 要 

は l(V 分の 1 以上の賛成が 得られなかったこと ， 

すなわち，当該決議につき 投票した議決権 数 ( 白 

票も含まれる ) に対し，賛成投票した 議決権 の 

数が l(H 分の 1 に達しなかったことが ，判然とす 

る 記載がなされておれば ，必要にして 充分であ 

るから， きわめて僅差であ る場合を除いで 1 票 

にいたるまでの 正確な記載を 要求するものでは 

ない。 ただ，実際上は ，賛成票の数と 反対票の 

数を確認して ，議事録に記載しておく 方が望ま 

しい 64) 。 「同一の議案」 であ るかどうかについ 

ても，その其体的内容によって 事案ごと に ，単 

に形式的にではなく ，実質的に議事録などで 判 

断するほかはない㈲。 たとえば，配当増額を 内 

容とする利益処分案は ，たとえ 1 株当りの配当 

額 が同じ提案であ っても，決算期が 違えば，別 

の提案であ る。 。 ' 。 提案が拒否されると ， この場 

合も，招集通知および 公告に記載する 必要はな 

い。 

株主の提案が ， これらの拒否事由に 該当する 

か否かを判断するのは ，総会招集決定権 を右す 

る取締役会であ るが，拒否事由として 法定され 

ている多くのものは ，客観的に判断できる 事項 

であ るため，実際にほ 代表取締役が 判断するこ 

とになるであ ろう㈹。 提案を拒否した 場合は ， 

提案株主にその 旨 と理由を通知するのが 望まし 

いのであ るが，通知しなければならない 法律上 

の 義務はない 冊 。 

なお，株式会社の 機関に関する 改正試案 ( 第 

一・二 4 c ロ ) では，株主の 提案が拒否される 

場合として， 「株主の提案した 理由に示された 

事実が， 明白に虚偽で 会社 又は その親会社若し 

くは子会社に 損害を与えるものであ るとぎ」が 

示されていたけれども ，改正要綱 ( 昭和 56 年 1 

月 26 日 ) の段階で削除されており ，改正法にお 

いても，採用されていない。 その虚偽が明白で 

あ れば，その提案が 拒絶されるべきであ るのほ 

当然のことだからであ る⑨。 

( 正当の理由もなく 提案を拒否した 場合コ 

株主から適法に 一定の事項を 総会の会議の 目 

的となすべきことの 請求があ った ( 商法 232 条 

ノ 2 第 1 項 ) にもかかわらず ，正当の理由もな 

く， これを会議の 目的としなかった 場合， 取 消 

すべ き 対象となる決議が 存在しないのであ るか 

ら，決議取消しの 問題 ( 商法 247 条 ) は生じた 

い冷と 解する学説があ る。 この立場に基づけ 

ば，追加提案 ( 商法 232 条 / 2 第 1 項 ) ととも 

に，議事の要領を 通知および公告に 記載すべ き 

請求があ ったにもかかわらず ， これらをともに 

無視した場合も 同様に解されることになろう。 

この点については ，取締役会と 同格で並ぶ提案 

権 者の提案が無視されているのであ るから，そ 

の提案をめぐって 活動する株主総会そのものの 

基礎が確立していないものとみなければならな 

いので，適法に 行使された株主提案権 が無視さ 

れたときは，総会招集手続に 違法があ るため， 

決議 取 消の 訴 ( 商法 247 条 1 項 1 号 ) に服し， 

この場合， 取 消すべき決議は ，当該株主総会に 

おける全決議であ る 窩と 説く見解があ る。 ま 

た ，議題提出権 の無視は，招集の 通知洩れなど 

のように，当該総会の 決議のすべてに 影響を及 

ぼす共通の手続的 暇疵と 考えるべぎであ るのと 
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説く見解もあ る。 しかし，追加提案が 不当に拒 

否されたからといって ，それと は まったく無関 

係に適法に決議されたものまで ， 取 消の対象と 

解するのは，現行法の 決議 取消 制度を超えるも 

のといわざるをそない ， と 考えることもできよ 

う 。 けれども，同じ 決議の暇 疵 といつても，提案 

が無視された 場合と異なり ，招集通知洩れの 場 

合は，たとえ 暇疵が 軽微なものであ っても，決 

議事項のすべてにわたって 鞍鹿 が 存在すること 

は 否定できない。 この点において 両者の差異が 

認められるのであ るが，無視された 提案が ，他 

の 議案に影響を 及ぼす可能性が 充分にあ り， 株 

主総会に提出されていたなら ，他の決議の 賛否 

が逆になっていたかもしれないような 場合も考 

えられるのであ る。 結局，招集通知洩れの 場合 

と同一には考えられないが ，株主提案権 が無視 

された場合には 招集手続。 こ暇疵 があ ることにな 

り，決議 取消 事由になると 解するのが妥当であ 

ろう。 

取締役が提案を 無視しだ場合に ，株主がその 

提案について 総会決議を得るためには ，持株数 

の要件を， 100 分の 1 から 100 分の 3 以上にし 

て，商法 237 条の総会招集請求権 を行使せざる 

をえないであ ろう。 なお，適法な 提案を無視し 

た取締役は， 100 万円以下の過料に 処せられる 

( 商法 498 条 1 項 16 号 ノ 2)0 

次に，株主が 適法に総会に 提出すべ き 議案の 

要領を，総会招集通知および 公告に記載すべき 

ことを請求したにもかかわらず ，会社が招集通 

知および公告への 記載を怠った 場合にほ，決議 

自体はなされているのであ るから，商法 247 条 

1 項 1 号に該当し，決議取消しの 訴の対象とな 

る。 この 眼庇 は，提案株主に よ る充分社説明が 

総会場でなされたとしても 治癒されるものでは 

ない。 この点，株主の 提案の趣旨が 徹底し提案 

が総会において 承認決議されれば ，取締役が 暇 

疵を主張して ，決議 取 消の訴を提起することは 

許されない 南 との立場があ るが，むしろ ，商法 

251 条に定める裁判所の 裁量棄却の問題と 解す 

るのが妥当であ る " 。 この場合も，商法 498 条 

1 項 2 号により，取締役は 100 万円以下の過料 

に処せられる。 さらに反対提案や 修正提案の不 

当拒否は， 総会に対する 事実の隠蔽 ( 商法 498 

条 1 項 5 号 ) となる場合も 考えられ ゅ ，そのと 

ぎも取締役は 100 万円以下の過料に 処せられる 

ことになる ") 。 

提案を不当に 拒否された株主の 救済問題につ 

いてほ，前述したよさに ，株主の提案権 を取締 

役に対する請求権 と解する以上，取締役の 請求 

者に対する義務違反となるから ，取締役の責任 

を追及するほかない ", 。 その他，訴訟法上の 救 

済方法として ，当該提案を 招集通知等に 記載す 

ることを求める 給付訴訟は，時間的に 無理であ 

ろうから， この給付訴訟，または ，原告株主に 

提案権 があ ることに関する 確認訴訟を本案とし 

て， 仮の地位を求める 仮処分 ( 民事訴訟法 760 

条，民事執行法 180 条 ) にょり，提案を 招集通 

知等に記載する よう 求めることができれば ，仮 

処分そのものほその 期間経過後であ っても， 招 

集 通知の発送に 間に合って，当該総会で 付議す 

ることも可能であ るし，株主の 提案がきわめて 

重要なものであ る場合ひこは ，総会開催の 差止請 

求 ( 商法 272 条 ) およびそれを 本案とする 仮処 

分 が認められることもあ り ぅ るし，不当に 拒否 

されたのが，反対・ 修正の提案であ る場合には， 

多くの場合それにかかわる 議案の決議を 禁止す 

るするだけで 充分であ る 向 ， との指摘がなされ 

ている。 

W  まとめにかえて 

すべての株式会社において ，一定の要件のも 

とに，株主の 提案権 が少数株主権 として認めら 

れることとなった。 確かに，諸覚国においても 

提案権 を定める立法例は 少なからず認められる 

し，大規模な 会社を前提とするかぎり ，少数株 

主にょり総会招集請求権 て 商法 237 条 ) を行使 

するよりも，持株比率が 3 分の 1 Ⅱ こ 緩和されて 

いるなど，便宜であ ることは否定できない。 し 

かし，Ⅰパーセント 以上の株式を 有する株主 は ， 

ほとんど法人であ るというのが 美晴であ る。 ま 
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た ，持株要件の 300 株は，単位株制度を 採用す 

る会社にあ っては， 300 単位を意味する ( 附則 

21 条 ) ので， 50 円額面株式を 発行している 場合， 

1 単位を 1000 株とすれば，株式数は 30 万株とな 

り，額面価額 は 1500 万となる。 その結果， 1 株 

に つぎ平均時価が 300 円から 400 円とすれば，約 

1 億円の投資をしてはじめてこの 提案権 を行使 

することができる。 もっとも，数名の 株 -E が共 

同してこの要件を 充たすことによって ，提案権 

な 行使することがでぎるとはいっても ，多数の 

同志を集めねばならない。 これらを考慮すると ， 

300 単位 ( 平均時価 1 億円 ) という持株要件ほ 

高すぎるのではなかろうか 潮 。 一部の大株主だ 

けが，提案権 行使の機会をもっているい・、 って 

も言いすぎではないと 思われる。 

他方，中小会社 ( 閉鎖会社 ) を前提とすると ， 

持株要件のうち ， 額面 50 円の会社でも ， 単に 

30(M 株 だけで提案権 が行使できることとなって 

しまうのであ るが， この程度の持株で 提案して 

も，常に総会で 否決されるであ ろうし，株主と 

会社間，株主相互のマスコ ，，ニケーシ ， ンは ， 

中小規模の閉鎖会社では ，提案権 を行使するま 

でもなく保持されているのが 通常であ り・異方 

予約株主を廃除するためには ，持株要件を 持出 

すまでもなく ， よ り効率的な方法が 考えられる 

ため，前述した よう に，提案権 が頻繁に利用さ 

れるとは思われない。 

その意味では ，提案権 が今後どの程度の 会社 

で 利用されていくかが 注目されるのであ るが， 

いわかる総会屋・ 特殊株主あ るいは一株株主の 

行動を危惧するあ まり，提案権 制度の内容は 多 

少複雑すぎる 嫌 い があ る。 事実，商法改正要綱 

案 よりも，提案権 を行使させる 方法が制限的に 

なっており acn', 本当に，支配株主でない 株主に 

も提案権 を認めて，株主総会を 活性化しようと 

しているのか ， このような制度で ，少数株主の 

提案権 実現が確保されたのかどうか ，その実効 

性は ついては疑問を 呈せざるを得ない。 実務 界 

においても，約 75" 一 セントの会社が ，提案権 

制度が ， 主に特殊株主に 利用されるか ，あ るい 

はほとんど利用されないという 予想をしてお 

り，一般的評価は 低い "' 。 しかし， このことは， 

株主提案権 の存在意義を 低めるものではない 0 

この提案権 を行使すかる 否 かは，確かに ，株 

主の日出であ るが，株主提案権 制度は，株主共 

同の利益を確保するために 新設されたものであ 

るから， 1 株主または少数の 株主の個人的な 目 

的のために，単に 会社役員を困惑させる 手段と 

して濫用されることがあ ってはならない。 この 

制度によって 株主に能動的・ 積極的な参加の 機 

会が保障されたこと ，すなわち，他の 株主に自 

己の提案とその 理由を開示できる 権 利が認めら 

れたこと " の 意義 は 大きい。 他方， 捉 集権 制度 

が商法に規定されていること 自体が，会社経営 
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1)  熊田 節 「株主総会」『企業会計 2 33 巻 9 号 
1981 .8) 58 頁参照。 

2)  稲葉威雄『改正商法逐条解説』 ( 商事法務研究 
会 ，昭和 56 年 12 月 ) 82 頁。 

3) 商法 237 条に類似する 制度として，商法 294 条 
の検査役選任請求を 経た上での裁判所による 総 

会 招集命令の制度があ る。 

4) 稲葉威雄「会社法改正に 関する各界意見の 分 
析」商法改正に 関する各界意見の 分析『別冊商 
事法務』 51 号 ( 商事法務研究会，昭和 56 年 7 月 ) 

27 頁参照。 稲葉二幅二河本吉森本「会社法の 改 
正～理論を中心として」『ジュリスト J 747 号 

(1981 .8) 59 頁 ( 森木発言 ) 参照。 なお，慶応 
義塾大学商法研究会「会社法の 問題点と改正意 
見」『法学研究』 49 巻 2 号 ( 昭和 51 年 2 月 ) 80 頁 
は ， 「諸覚国の立法例に 見られるような 提案権 
であ ると，総会の 1 月以上も前に 招集通知を発 

しなければならない。 しかもわが国において 
は ， この点に関して 株主の要請が 強いとも聞か 

ないし，その 反面，濫用の 危険の大きいことも 
予想される。 現行法上，少数株主に 総会招集の 

権 限が与えられているから ，株主に提案権 を認 
めることは 差 当って必要ではない。 」との意見 
であ ったし， 同 「株式会社の 機関に関する 改正 

意見」『法学研究」 52 巻 9 号 ( 昭和 54 年 9 月 ) 97 
頁は，「経済界における 実際の要請もないのに ， 

その行使に制約の 多い株主の提案権 を採用する 
ということは ，いたずらに 制度を複雑にして 平 
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地 に波らんを招く 原因ともなりかれない。 それ 

よりも，現行法上の 少数株主の総会招集請求権 
の要件を緩和し ，その活用をほかることをまず 
検討すべきであ る。 」と主張して ，いずれの段階 

においても，株主の 提案権 新設については 消極 

的であ った。 

元木主稲葉二 濱崎 「株式会社機関改正試案に 対 
する各界意見の 分析」商法改正に 関する各界意 
見の分析『別冊商事法務』 51 号 ( 商事法務研究 
会，昭和 56 年 7 月 ) 107 頁。 
取締役，監査役，会計監査人の 選任決議にっき ， 

候補者を掲げて 行な 5 選挙提案は，追加提案と 
修正提案のいずれにも 当てはまる場合があ り ら 

る ( 熊田・双掲『企業会計』 33 巻 9- 号 59 頁。 河本一 

郎「提案権 」会社機関改正試案の 研究『金融商 
事判例』 572 号 ( 昭和 54 年 7 月 ) 39 頁 ) 。 なお， 

服部栄姉「株主提案権 」『代行リボート』 ( 東洋 
信託銀行 ) 60 号 ( 昭和 57 年 2 月 ) 6 頁参照。 

倉沢康一郎「株主総会の 運営」『企業会計』 33 
巻 5 号 (1981 . 5) 31 頁 。 

熊田・双掲『企業会計』 33 巻 9 号 58 頁参照。 元 

木・前掲 書 83 頁参照。 

昭和 56 年商法等改正関係衆参両院法務委員会議 

録 ( 抄 ) ( 以下，会議録と 略称する ) 『別冊商事法 
務』 52 号 ( 昭和 56 年 10 月 ) 101 頁 ( 稲葉説明委員 

発言 ) 。 
倉沢・双掲『企業会計ユ 33 巻 5 号 頷頁 参照。 龍 
田 ・前掲『企業会計』 33 巻 9 号 57 頁参照。 会議 

録 96 頁 ( 元木説明委員発言 ) 参照。 
提案権 が新設される 以前においても ，「株主の 
提案権 を実質的なものにし ， それを通じて 総会 

における審議を 活発なものにしよ 5 とするなら 

ば，株主の提出した 議案は，取締役の 提出した 
議案とならべて 招集通知に記載し ( したがって ， 

必ず総会の審議に 付される ), かつ会社の費用 
で株主提案についても 委任状が集められる ， と 

いうことが制度的に 保障されることが 必要であ 

ろう。 」 ( 河本一郎「現代会社法 ( 新版 J  ( 商事 
法務研究会，昭和 50 年 3 月 ) 282 頁 ), と 提言さ 

れていた。 

稲葉威雄 [ 商法改正の経緯と 概要」 ニ 企業会計』 

33 巻 9 号 (1981.8)23 頁。 同 『改正会社法 J ( 金 

融財政事情研究会，昭和 57 年 7 月 ) ㎎土貢。 元 

木 二 稲葉「商法の 一部を改正する 法律の概要」 

改正商法の概要「別冊商事法務」 50 号 ( 昭和 56 
年 7 月 ) 25 頁。 同 「商法一部改正法の 解説」 
『枕経通信コ 36 巻 12 号 (1981 .9) 29 頁。 稲葉二 

鴻 二河本二森本・ 前掲 57 頁 ( 稲葉発言 ) 。 柿崎栄 

治「株主総会の 運営と対策」『税務腔報別冊 J3 
号 ( 昭和 56 年 9 月 ) 44-45 頁。 並木 巳 中島 目 岡 
田「改正商法の 意図と将来」『旬刊経理情報 J288 
号 (1981 .8-9) 13 頁 ( 中島発言 ) 。 

このような考え 方に対して，少数株主権 として 
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の 提案権 は，それ自体としては ，その持株要件 
からして， いわゆる コ ， ュ ニケーション 云々と 

いうべき問題ではなく ，支配権 を争奪する権 利 
としてみてこそ 理解される事柄であ る ( 松岡和 

生「株主総会」 [ 枕経 セ ，ナー」 26 巻 13 号 ( 昭和 

56 年 9 月 ) 32 頁 ), と説く立場があ る。 

今井 宏『議決権 代理行使の勧誘 コ ( 商事法務 

研究会， 1971 . Ⅱ ) 229 頁以下参照。 中原俊明 
「アメリカ法における 株主提案権 制度の機能」 

『 流 大法学』 1A 号 (1973 .3) 215 頁参照。 

三木細言 「株主提案権 の研究」 『インベストメ 

ント」 19 巻 1 号 ( 昭和 虹年ト 2 月 ) 24 頁参照。 

Robert W. Hamilton, CORPORATIONS, 
1976, pp. 511-513. 

河本一郎「ドイッ 会社法 セ，ナ 一の概要」Ⅰ 会 

仕法根本改正の 論点』 ( 商事法務研究会， 昭和 
51 年 3 月 ) 116 頁参照   Alfred Hueck, Gesel- 

schaftsrecht, 1975, s. 170 ・なお， イギリス 法 

については， PALMER ， S COMPANY LAW, 

1976, pp. 619-620. 

柿崎・前掲 44 頁。 
熊田 節 「株主の総会招集権 と提案権 」『法学 
論叢』 71 巻 2 号 ( 昭和 37 年 5 月 ) 46 頁。 何 ・前 

掲「企業会計』 33 巻 9 号 57 頁。 前田重行「株主 
提案権 ケ こついて」『私法 J 34 号 (1972.3)152 頁， 

柿崎・前掲 44 頁。 
松岡・前掲 27-28 頁参照。 
倉沢・双掲 圧 企業会計』 33 巻 5 号 31 頁。 

株式会社の機関に 関する改正試案 ( 昭和 5, 年り 
同 25 日 ) では， 100 株になっていたが ， 300 株に 

引上げたのは ，いろいろの 意見を参酌した 上で 

の妥協であ ったようであ る ( 会議録 97 頁 ( 元木 

説明委員発言 ) 参照 ) 。 
共同提案の場合， グループがたとえ 決議後， 総 

会 終結前に分裂しても ，提案権 行使の要件は 遡 
って損なわれることはない ( 熊田・双掲「企業 

会計』 33 巻 9 号 58 頁 ) 。 

単独株主権 とすべぎであ ると解する説として ， 

熊田・双掲「企業会計」 33 巻 9 号 58 頁があ る 

が，昭和 56 年商法改正前の 同，前掲『法学論叢 コ 

71 巻 2 号 52 頁では，「日本の 場合株式の券面額 

が小さいので ，アメリカの よコ こ単独株主権 と 

することは適当でない。 」と指摘されていた。 
元木 二 稲葉・双掲「別冊商事法務』 50 号 19 頁。 

元木・前掲 書 82 頁。 会議録 97 頁 ( 稲葉説明委員 

発言 ) 。 なお， 大隅 二 鈴木「私の会社法改正意 

見」会社法根木改正の 論点 T 商事法務研究会 コ 

( 昭和 51 ヰ -.,3 月 ) 134 頁参照。 

並木俊 守 「商法改正。 こついての意見」『企業会 

計』 33 巻 6 号 (1981 .6) 105 頁。 

鴻 Ⅰ北沢 二 竹内二種田二双田「会社法改正要綱 

をめぐって ( 第 2 回 ) 」『ジュリストコ 737 号 

(1981.4)98 頁 ( 竹内発言 ) 参照。 
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の場合と同様，字数制限をしていないけれども ， 

イギリス会社法 140 条 1 項で 10 ㏄ 語 以内， 西 ド 

イッ株式法 126 条 2 項で 100 話以内，アメリカ 
では SEC 規則 14a8(a) (4) で提案は各 300 話以 

内で最大限 2 件できるが，提案理由については 

200 話以下とされている (SEC 規則 14a8(b))o 
元木・前掲 書 83 頁。 

竹内昭夫「改正会社法解説」 ( 有 斐閣，昭和 5f 
年 12 月 ) 102 頁参照。 
稲葉・双掲 書 136 頁。 

熊田，双掲 口 企業会計」 33 巻 9 号 59 頁。 

元木 = 稲葉・双掲 仁 説経通信」 36 巻 12 号 28 頁。 

同 ・前掲「別冊商事法務』 50 号 25 頁。 

服部・前掲「代行リポート』 60 号 3 頁。 元木Ⅰ 

稲葉・双掲「別冊商事法務」 50 号 25 頁。 会議録 
101 頁 ( 元木説明 員 発言 ) 。 

倉沢・双掲 T 企業会計』 33 巻 5 号㌍ 頁 。 
服部・前掲「代行リポート」 60 号 6 頁。 

人智 島隆 「株主総会における 会社役員の説明義 

務」高島正夫編著 [ 改正会社法の 基本問題Ⅲ慶 
応通信，昭和 57 年 7 月 ) 120 頁。 

鴻二 北沢Ⅰ竹内二種田二双田・ 前掲ハジユリス 

ト J 737 号 96 頁 ( 竹内発言 ) 参照。 

稲葉二別 地 Ⅰ竹中二元木 地 「改正商法Ⅲ財経詳 

報社，昭和 56 年Ⅱ 月 ) 143 頁 ( 稲葉発言 ) 参照。 

服部・前掲 F 金融商事判例」 651 号 66 頁。 

松岡・前掲 27 頁。 河本一郎「提案権 」 会 ・ 社機 

関 改正試案の研究 仁 金融商事判例』 572 号 ( 昭和 

54 年 7 月 ) 38 頁 は ，当日出席してもこない 株主 
の提案を審議に 付す必要はない ， と 解されてい 

る。 

熊田・双掲「企業会計』 33 巻 7 号 59 頁。 

西 ドイツ株式法 137 条 ( 株主の選挙提案に 関す 

る表決 (Ab,timmung む berW"hlvo,,chlagevon 
Aktionarel]) によると，株主が 株式法 126 条に 

よって，監査役選任のための 提案をなし，かつ 
その株主が総会において ，自己の推薦した 者の 

選挙を提案した 場合に，総会に 代表されている 

資本金額の 10 分の 1 以上の合計数を 有する少数 

株主 (eineMinderheitderAkonare コ による請 

求があ れば，この提案は 監査役の提案に 先立っ 

て ，票決しなければならないと 規定している。 
株主提案が先議されるには ， 10 パーセント以上 

というかなり 敵 しい要件を充たさなければなら 
ないということであ る。 

竹内・前掲書工 02 頁参照。 

服部・前掲 は 代行リボート J 60 号 5 頁。 

服部・前掲Ⅱ代行リボート J 60 号 5 頁。 何 ・前 

掲「金融商事判例」 651 号 66-67 頁。 

濱崎 恭生口わかりやすい 改正会社法の 解説Ⅲ ぎ 

よ 5 せい，昭和 57 年 6 冊 162 頁参照。 
服部・前掲 T 代行リボート」 60 号 5 頁。 熊 田・ 

前掲「企業会計』 33 巻 9 号 CO 頁 。 稲葉・双掲 
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79) 

宙 代行リポート』 58 号 16 頁。 

松岡・前掲 26 頁。 
稲葉・双掲 仁 代行リポート』 16 頁。 

大賀・前掲 書 179 頁。 

竹内・前掲 書 103 頁。 柿崎・前掲 46 頁。 元木目 
稲葉，双掲『説経通信』 36 巻 12 号 28 頁。 

河本一郎『現代会社法』 ( 新訂第 2 版 ) ( 商事法 
務 研究会，昭和 57 年 9 月 ) 313 頁参照。 

稲葉二別地目竹中二元木 他 ・前掲 書 134 頁 ( 稲 

葉発言 ) 参照。 
熊田・双掲『企業会計 J1 33 巻 9  号 60 頁。 

大賀・前掲 書 178 頁。 柿崎・前掲 46 頁。 河本・ 

前掲下金融商事判例』 572 号 38 頁。 

倉沢・双掲『企業会計 J 33 巻 5 号 32 頁。 同 「 改 
正 試案による株主総会の 運営」『代行リポート』 

47 号 ( 昭和 54 年 6 月 ) 16 頁。 元木Ⅰ稲葉・ 前掲 
T 枕経通信』 36 巻 12 号 29 頁。 柿崎・前掲 46 頁。 

北沢正 啓 『会社法 ( 新版 )J( 育林書院新社， 1982. 
8) 278 頁。 田中 誠 = 『百全町会社法詳論上巻』 

458 頁も同趣旨と 思われる。 

松岡・前掲 28 頁。 
服部・前掲『代行リポート』 60 号 4 頁。 同           
掲 『金融商事判例ヨ 651 号 66 頁。 

服部・前掲『代行リポート』 60 号 6 頁。 同 ⅠⅡ 日 

掲 『金融商事判例 日 651 号 67 頁。 

松岡・前掲 28 頁参照。 
熊田・双掲『企業会計』 33 巻 9 号 60 頁。 

株式会社の機関に 関する改正試案第一・ 二 4 

( 注 ) (2) では，提案権 に対する取締役の 義務を， 
通知・公告義務としてとらえて ，取締役が株主 
の提案を通知・ 公告しなかったときは ，商法 498 

条 1 項 2 号に該当するものとして ，取締役が過 

料に処せられることを 明らかにしていた。 

倉沢・双掲 丁 企業会計』 33 巻 5 号 32 頁参照。 森 
日 章「株主提案権 」 丁 私法』 40 号 (1978.3)197 

頁参照。 
穐田・双掲『企業会計』 33 巻 9 号 60 頁。 今井・ 
前掲 274 頁は，裁判所の 命令によりその 記載を 
強制することを 求めることとするのが 適当であ 

るとの立法論を 提示していた。 

韓日 節 「株主総会の 正常化」 卜 ジュリストコ 

747 号 (1981 . 8)107 頁。 なお，実務家から ，時 

価発行とか時価転換社債というものが 定着しな 
がら，企業が 未だに従前の 配当率に固執し ，また 

無償交付等の 株主還元策を 採らないとすれば ， 
これに不満なのは ，むしろ機関投資家であ るか 

ら，配当増配の 提案が頻繁に 出されるのではな 
いか， ということが 懸念されている ( 稲葉二別 
地 Ⅰ竹中二元木地・ 前掲 書 136 頁 ( 松木発言 ) 参 
照 ) 。 

80)  商法改正要綱 ( 昭和 56 年 1 月 26 日 ) 第一・二 2 
によ ると，「 6 月から引き続き 発行済株式総数の 
100 分の 1 に 当る 株式又は 300 株 以上の株式を 有 

6 株主 は， 次に掲げる場合を 除き，総会の 6 
週間前までに 取締役に書面を 提出して，一定の 
事項を会議の 目的とし，又はその 提出する議案 
の要領を株主に 通知することを 求めることがで 
きる。 ㈲請求された 事項が総会の 決議すべき 

事項でないと ぎ 。 (2) 提出された議案と 同一の 
議案が総会において 否決された後 3 年を経過し 

ないとき。 」と定められ ，株式会社の 機関に関す 
る改正試案では ，会社は会議の 目的としなけれ 
ばならないとしているのに 対し，要綱では ，株主 
に通知することを 取締役に求めることができる 

にとどまっている。 これらの関係については ， 

北沢・双掲 書 T 改正株式会社法解説」 48-50 頁 

参照。 
81)  大和証券経済研究所編「 1982 年版株主総会白 

書」『商事法務』 956 号 (1982. Ⅱ ) 87-88 頁参照。 
アメリカでも ，わが国と同様に 会社側は，議案 
を通過させるのに 必要な委任状の 大半を確保し 
ているので，実際上，株主提案が 成立する余地 
は極めて少ないといわれている ( 南 忠彦「株 

主総会の運営」『ジュリスト』 747 号 (1981.8) 
146 頁 ) 。 

82)  鈴木竹雄『新版会社法会計第 2 版』 ( 弘文 堂 ，昭 
和 57 年 4 月 )154 頁。 前田 ( 重 ) . 前掲 159 頁参照。 
今井・前掲 231 頁参照。 

83)  熊田・双掲『法学論叢』 53 頁参照。 服部・前掲 
『代行リポート』 60 号 7 頁参照。 

( 横浜国立大学経営学部助教授 コ 


